




When the 3rd-wave of Financial Tsunami Attacks?
XIA, Zhan you
Economies of America, China and Japan have been one of the hottest topics in the world 
for years. And, it seemed that we could not discuss the world economy if we did not pay 
attention to them.  As the U.S., China and Japan are Big Three in the world economic 
arena, their development trends should affect the future of the world, of course. 
Meanwhile, however, these three countries have their problems: the U.S. and Japan are 
struggling with the increasing financial deficits, and no easy resolution could be founded; 
China, on the other hand, is facing the increasing pressure between the huge population of 
more than 1.3 billion and the lower per capita income of only 6747 dollars which ranks 84th 
in the world.
The purpose of this paper will analyze the economic situation of America, China and 
Japan, exploring the possibility to avoid the next financial tsunami.
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2013 年度のアメリカ経済の成長率は 1.88％であり、GDP総額は 16 兆 7990US億ドルで依然
として世界一位である。残念ながら経常収支赤字は 3790 億 USドル、貿易収支赤字も 7410 億
USドルで世界一位である。依然として世界最大の債務国である。









米国は世界最大の軍事費支出国であり、2011 年現在 6936 億ドル２）、年増加率は 13％（全世








法律は 1917 年に定められてから、もう 84 回目となる米国国債の発行限度枠をすでに 17.5 兆
ドル（2013 年末現在）まで引き上げらた（そのため、2013 年に 17 年ぶりに政府機関閉鎖騒ぎ
となった）。




FRBはすでに 2008 年 11 月から 2010 年 6 月にかけて 1兆 7250 億ドの QE1 を実施した。さ
らに、2010 年 11 月から 2011 年 6 月まで 6000 億ドルの QE2 を実施した。また、2012 年 9 月
から月額 400 億ドルの国債を購入し続けている。




















順　位 国　名 対 GDP比％ 増減％
1 日　　　　本 219.1 － 9.9
2 ギ リ シ ャ 165.6 － 10.0
3 イ タ リ ア 140.2 － 2.9
4 ポルトガル 138.8 － 6.4
5 アイスランド 131.8 － 3.4
6 アイルランド 123.3 － 7.5
7 フ ラ ン ス 109.7 － 4.9
8 米　　　　国 106.3 － 8.7
9 ペ ル ギ ー 104.1 － 4.0
10 イ ギ リ ス 103.9 － 6.5
11 ド イ ツ  89.2 0.2






















2013 年度の日本経済成長率は 1.54％で、GDP総額は 4.9 兆 USドルで世界三位であり、一
人当たりの GDPは 38491USドルで世界第 24 位である。
1945 年 8 月 15 日に終戦を迎えたとき、日本はかつて荒廃と混乱のなかにあった。しかし、
戦後復興期（1945 年－1955 年）を経て、1955 年とは、「経済白書」（1956 年版）で「もはや戦
後ではない」と誇らしげに宣言された５）。
さらに、その後 1973 年までGNPの実質成長率が年率 9.4％で伸び続け、高度成長を実現した。
実質 GNPを 5倍に拡大させ、1968 年に西ドイツの GNPを抜いて、資本主義世界で第二位の「経
済大国」になっている６）。日本経済発展の奇跡はかつて全世界の立派な手本だった。





1989 年末には、東京都 23 区の土地代金だけでアメリカ全土が購入できるほどになっていた。
さらに、ピーク時には「日本列島を売れば、米国が四個買える」とさえ言われた８）。
もっとも記憶に新しいのは、株の急騰であった。確かに 1989 年 12 月 29 日の大納会で、日
経平均株価がついに 38915 円という史上最高値をつけた。しかし、その後は暴落し、最安値は




1 中　　　　　国 3兆 8213 億
2 日　　　　　本 1兆 2680 億
3 サウジアラビア 　　6569 億
4 ロ　　シ　　ア 　　5376 億
5 ス　　イ　　ス 　　5311 億
6 中　国　台　湾 　　4085 億
7 ブ　ラ　ジ　ル 　　3731 億
8 韓　　　　　国 　　3270 億
9 中　国　香　港 　　3174 億
10 イ　　ン　　ド 　　2978 億
ア　メ　リ　カ 　　1502 億












日本財務省の発表したデータによると、2012 年 9 月 30 日現在の債務残高は 983.295 兆円、
2013 年度はさらに 43 兆円の赤字国債を発行するため、ついに 1000 兆円を超えた（2013 年末
現在 1017 兆円）。日本の債務残高対 GDP比はすでに 219.1％を超え、世界一位である（表 1参
照）。二位のギリシャは 165.6％、三位のイタリアは 140.2％、四位のポルトガルは 138.8％、五
位のアイスランドは 131.8％である９）。
確かに、1965 年の日本政府補正予算で戦後初めて 1年限りの「特例公債法」が制定され、「赤






しかし第一次石油ショック後（1970 年代以降）に 300 円を切り始め、特に「プラザ合意」後（1985
年 9 月）、円は急騰し始めた。かつて欧米の外国為替市場で一時 75 円 78 銭（2011 年 10 月 21 日）
まで急騰したことがある。日本では東日本大震災（2011 年 3 月 11 日）直後の 3月中旬、つい
76 円 25 銭にまで上昇した。
過去一年、アベノミクスのおかげで（いわゆる三本の矢：「大胆な金融緩和」、「機動的な財
























順　位 国　名 軍事費（億米ドル） 増減％
1 ア　メ　リ　カ 6457.0 － 7
2 中　　　　　国 1024.4 ＋ 34
3 イ　ギ　リ　ス 640.8 ＋ 6
4 ロ　　シ　　ア 598.5 ＋ 43
5 日　　　　　本 594.4 ＋ 9
6 サウジアラビア 525.1 ＋ 16
7 フ　ラ　ン　ス 481.2 － 7
8 ド　　イ　　ツ 403.6 － 12
9 イ　　ン　　ド 385.4 ＋ 15
10 ブ　ラ　ジ　ル 352.7 ＋ 6
注：2012 年世界の軍事費は 1兆 5828 億米ドルである。
出所：今が分かる時代が分かる「世界地図」2014 年版 P50 － 51
Ⅲ．中国の経済発展について
2013 年度の中国の経済成長率は、世界的不景気の中やはり 7.7％に達し、GDP総額は 56 兆
8845 億元（約 9.18 兆 USドル）で依然として世界第二位である。
86 夏　　占友：金融津波の第三波はいつ襲来するか
夏王朝（紀元前 21 世紀）から数えれば、中国は 4000 年以上の歴史を有するが、しかし新中
国（1949 年 10 月 1 日成立）の歴史は僅か 65 年しかない。その上、1978 年まではあくまでも「社
会主義計画経済体制」（大鍋飯＝五星紅旗＝親方日の丸）を実施したばかりでなく、1956 年の「反











30 数年間の努力を経て、経済発展は高度成長（1979 年―2012 年までの平均成長率は 9.8％）
を実現した。その上、2010 年に GDP総額は日本を抜いてから四年連続米国に次ぐ世界第二の
経済国となった。
中国人民銀行が 2014 年 1 月 15 日に発表した数字によると、中国の外貨準備高は 2013 年末
現在 3兆 8213 億ドル（表 3参照）、依然として世界一位である。その上、輸出貿易総額は 4兆
1600 億ドルを超え、初めてアメリカを抜いて世界第一位になった。
でも、これはただ統計上のものであり（人民元高要素もある）、事実上中国は依然として、
世界最大の発展途上国であるに過ぎないと思う。つまり、一人当たりの GDPは世界で第 84 位








2012 年 11 月 8 日中国共産党第十八回大会において、「2020 年までに小康社会（いくらかゆ












国の CO2 排出量は 76.73 億トン（二位の米国は 50.56 億トン、しかし一人当たりだとアメリカ
は世界一位；日本は 11.61 億トン、一人当たりで世界二位）世界一位である。














9 サ ウ ジ ア ラ ビ ア 5.24
10 カ　　　　ナ　　　　ダ 5.14
ア ジ ア 諸 国 合 計 131.86
北アメリカ諸国合計 55.70
EU  27　カ　国　合　計 34.42
中 東 諸 国 合 計 18.15
ラテンアメリカ諸国合計 16.55





























































は 2013 年に 12 の省、区に所轄の 156 地級市（中型都市）及び 161 県級市（小型都市）を調査
した結果、90％以上の地級市は新都市新区の建設を計画中である。そのほかに、12 の省会都市
（省政府所在地＝大型都市）も 55 の新都市新区の建設を企画中である。“研究データによると、
全中国の新城新区の計画人口はなんと 34 億人にも達する” 20）。




などの問題を徹底的に解決しなければ、上海 A株価は 1500 までに下落する可能性がある 21）。
そうなると、中国経済は持続可能な安定発展は不可能となるはかりでなく、2021 年（中国共産






３） 今が分かる時代が分かる「世界地図」2014 年版 P48 － 49
４） 今が分かる時代が分かる「世界地図」2014 年版 P83




９） 今が分かる時代が分かる「世界地図」2014 年版 P82 － 83
10） 今が分かる時代が分かる「世界地図」2013 年版 P79
11） 今が分かる時代が分かる「世界地図」2013 年版 P57
12） 「人民中国」2013 年第 4期 P19
13） 「人民中国」2012 年第 12 期 P14
14） 「人民中国」2013 年第 4期 P16
15） 人民網・「人民日報海外版」2013 年 5 月 20 日
16） 「経済参考報」2013 年 7 月 12 日
17） 21 世紀網「21 世紀経済報道」2013 年 9 月 23 日
18） 「第一財経日報」2014 年 5 月 16 日
19） 「中国網日本語版・チャイナネット」2014 年 6 月 11 日
20） 搜狐網 2014 年 4 月 22 日「中国在為 34 億 “城里人”（都会人）建房（マンショーン建設）」
21） 搜狐証券「経済参考報」2014 年 4 月 21 日
